資格取得支援制度規程

第1章　総則

（目的）

第1条　この規程は、○○不動産株式会社（以下「会社」という。）の従業員が、受験・取得・保有することを奨励する公的資格・免許、および受験・合格することを奨励する検定試験など（以下「奨励資格等」という。）を指定し、奨励資格等の受験・取得・保有などを支援する制度（以下「資格取得支援制度」という。）について、その基準および手続は本規程の定めるところによる。

（適用の範囲）

第2条　この規程の適用の範囲は、就業規則に定める従業員とする。

2　奨励資格等の取得などが業務上不可欠であって、会社が特定の従業員を指名する場合は、本規程の適用から除く。

（奨励資格等）

第3条　奨励資格等は次のとおりとする。

（1）資格Ａ（従業員が受験・取得・保有することを会社が最も奨励する資格）

　宅地建物取引主任者

（2）資格Ｂ　（従業員が受験・取得・保有することを会社が特に奨励する資格）

　不動産鑑定士（第2次・第3次）、一級建築士、電気主任技術者

（3）資格Ｃ（従業員が受験・取得・保有することを会社が奨励する資格など）

　ビル経営管理士、不動産コンサルティング技能試験、二級建築士、衛生管理者

（4）資格Ｄ（従業員が受験することを会社が奨励する資格など）

　司法書士、土地家屋調査士、土地区画整理土、再開発プランナー、インテリアコーディネーター、インテリアプランナー、マンションリフォームマネジャー、税理士、中小企業診断士、社会保険労務土、日商簿記検定（1級～3級）、全商簿記検定（1級・2級）、実用英語技能検定（1級・準1級）、TOEIC（600以上）、ファイナンシャルプランナー、証券アナリスト、情報処理技術者（第1種・第2種）、システムアドミニストレータ試験（上級・初級）、消費生活アドバイザー

（5）資格Ｅ（従業員が受験・取得・保有することを事業本部・支店単位で奨励する資格など）

　防火管理者（甲種・乙種）、宅地造成技術者、建築設備検査資格者、建築設備士　ほか

（条項違反）

第4条　この規程の各条項に違反して支援金などの支給を受けた場合、支給を受けた者は速やかに会社にその全額を返還しなければならない。

第2章　資格Ａの受験支援

（受験支援対象者など）

第5条　資格Ａの受験支援対象者、受験支援対象期間、受験支援制限などについては、特に定めない。

（受験支援金支給対象）

第6条　受験初年度の受験支援金支給対象は、受験料および社外講座受講料など実費とする。ただし、教育訓練給付金制度など公的な支援制度を利用する場合の受験支援金支給対象は、給付金を差し引いた受講料と受験料とする。

2　受験2年目以降の受験支援金支給対象は、受験料のみとする。ただし、試験合格者に限る。

（支援金上限額）

第7条　受験初年度の支援金上限額は、受験料に30,000円を加えた額とする。

（支援申請）

第8条　受験支援を希望する従業員は、人事部に対して支援申請を行わなければならない。

2　受験初年度の支援申請は、社外講座受講などにかかる費用などを明記した「資格Ａ取得支援申請書」に、教育機関などからの領収書など支払いを証する書面を添付して人事部に提出することとする。

3　受験2年目以降に受験支援を希望する従業員（試験合格者のみ）は、受験料の支払いを証する書面を人事部に提出して支援申請する。

（受験支援金支給）

第9条　支援申請を受け付けた人事部は、受付直後の給与支払日に受験支援金を申請者の給与口座に振り込む。

（特別休暇）

第10条　受験初年度に限り受験準備のための特別休暇を1日付与する。

（試験日の取扱い）

第11条　試験日が土・日・祝日の場合、休日出勤扱いとはしない。

2　試験日が平日の場合、受験支援対象期間中に限り勤務扱いとする。
第3章　資格Ｂの受験支援

（受験支援対象者）

第12条　資格Ｂの受験支援対象者は、合格までの受験継続意思のある受験希望者の内、会社が認めた者とする。

（受験支援対象期間）

第13条　一資格あたりの受験支援対象期間は、受験支援が認められてから受験3年目までとし、3年間連続して受験することを原則とする。

2　前項にかかわらず、受験支援対象期間中に受験しなかった場合は、そのつど人事部長宛に理由書を提出するものとし、第20条に定める特別休暇の付与を無効とする。

3　受験支援対象期間中は、会社が実施するほかの能力開発に関する制度を利用できないことがある。

（受験支援制限）

第14条　受験支援対象期間中に合格に至らなかった場合、原則として当該資格について再度受験支援対象者になることはできない。

2　資格Ｂの2つ以上の資格について受験支援対象期間を重複することは原則として認めない。

（受験支援金支給対象など）

第15条　資格Ｂの受験支援金支給対象および支援金上限額は別表－1のとおりとする。

2　支援金上限額は、受験料に前項の社外講座受講料など実費に対する上限額を加えた額とする。

3　受験初年度で合格した場合の社外講座受講料など実費に対する上限額は最終上限額を適用する。

4　受験2年目以降に合格した場合の初年度から通算した社外講座受講料など実費に対しては、受験初年度における社外講座受講料など実費に対する支援額を最終上限額から控除した金額を、支援金の上限額とする。

5　教育訓練給付金制度など公的な支援制度を利用する場合の受験支援金支給対象は、給付金を差し引いた受講料と受験料とする。

（支援申請）

第16条　受験支援を希望する従業員は、人事部に対して支援申請を行わなければならない。支援申請は、支援を希望する資格名、社外講座受講などにかかる費用などを明記した「資格Ｂ取得支援申請書」を人事部に提出することとする。

（支援申請受付）

第17条　第1回目の支援申請を受け付けた人事部は、申請内容を審査した上、支援の可否を判断し申請者に通知する。

2　支援が認められた申請者には、受付直後の給与支払日に初年度上限額までの受験支援金を申請者の給与口座に振り込む。

3　支援が認められた申請者には、「資格Ｂ取得支援申請書」の写し1部を渡し保管させる。これについては第2回目以降の支援申請についても同様とする。

（支援確定申請）

第18条　試験に合格した申請者は、人事部に対して支援確定申請を行う。支援確定申請は、すべてのシートの写しに教育機関などからの領収書など支払いを証する書面および試験合格を証する書面を添付し、改めて人事部に提出することとする。

（受験支援金支給）

第19条　支援確定申請を受け付けた人事部は、受付直後の給与支払日に受験支援金申請者の給与口座に振り込む。

（特別休暇）

第20条　受験準備のための特別休暇の付与については別表－2のとおりとする。ただし、受験支援対象期間中に限るものとする。

（試験日の取扱い）

第21条　試験日が土・日・祝日の場合、休日出勤扱いとはしない。

2　試験日が平日の場合、受験支援対象期間中に限り勤務扱いとする。

（表彰）

第22条　資格Ｃの試験に合格した従業員は、資格取得表彰として表彰される。

第4章　資格Ｃ・資格Ｄの受験支援

（受験支援対象者など）

第23条　資格Ｃおよび資格Ｄの受験支援対象者、受験支援対象期間、受験支援制限などについては特に定めない。

（受験支緩金支給対象）

第24条　受験支援金支給対象は受験料とする。ただし、試験合格者に限る。

（支援申請）

第25条　受験支援を希望する従業員は、試験合格後1カ月以内に受験料の支払いを証する書面および試験合格を証する書面（それぞれコピーでも可）を人事部に提出することで支援申請とする。

（受験支援金支給）

第26条　支援申請を受け付けた人事部は、受付直後の給与支払日に受験支援金を申請者の給与口座に振り込む。

（試験日の取扱い）

第27条　試験日が土・日・祝日の場合、休日出勤扱いとはしない。

2　試験日が平日の場合、勤務扱いとはしない。

第5章　資格Ａ・資格Ｂの取得・保有支援

（取得・保有支援対象者）

第28条　資格Ａおよび資格Ｂの取得・保有支援対象者は、試験に合格した者として取り扱う。

（取得・保有支援金支給対象）

第29条　取得・保有支援金支給対象は、資格取得時の登録料などおよび取得後の更新講習料など、資格の維持にかかる費用とし、会社が全額を負担することを原則とする。

（講習日などの取扱い）

第30条　登録日、講習日などが休日の場合、休日出勤扱いとする。

2　登録日、講習日などが平日の場合、勤務扱いとする。

第6章　資格Ｃの取得・保有支緩

（取得・保有支援対象者）

第31条　資格Ｃの取得・保有支援対象者は、試験に合格した者とする。

（取得・保有支援金支給対象）

第32条　取得・保有支援金支給対象は、資格取得時の登録料などおよび取得後の更新講習料など資格の維持にかかる費用とする。資格取得時の登録料などは会社が全額を負担し、取得後の更新講習料などは会社が半額を負担することを原則とする。

（講習日などの取扱い）

第33条　登録日、講習日などが休日の場合、休日出勤扱いとする。

2　登録日、講習日などが平日の場合、勤務扱いとする。

付則

（規程の改廃）

第1条　この規程の改廃は、規程管理規程による。

（実施期日）

第2条　この規程は、平成○年○月○日から施行する。

制定：平成○年○月○日

改正：平成○年○月○日






別表－2　資格Ｂの受験準備のための特別休暇の付与


資　格　名�
特別休暇付与日数�
�
不動産鑑定士�
第2次、第3次とも3日�
�
一 級 建 築 士�
第1次、第2次とも3日�
�
電気主任技術者�
3日�
�


















別表－1 資格Ｂの受験支援金支給対象および支援金上限額


資　格　名�
受　験　支　援　金　支　給　対　象�
�
不動産鑑定士　第2次�
受験初年度 ・受験料


　　　　　 ・社外講座受講料など実費（上限額150,000円）�
�
�
受験2年目～3年目まで・受験料


（合格者のみ）　　　　 ・初年度から通算した社外講座受講料など実費�（最終上限額400,000円）�
�
不動産鑑定土　第3次�
受験初年度 ・受験料


　　　　　 ・社外講座受講料など実費（上限額100,000円）�
�
�
受験2年目～3年目まで・受験料


（合格者のみ）　　　　 ・初年度から通算した社外講座受講料など実費�（最終上限額200,000円）�
�
一級建築士�
受験初年度　・受験料


　　　　　　・社外講座受講料など実費（上限額150,000円）�
�
�
受験2年目～3年目まで・受験料


（合格者のみ）　　　　 ・初年度から通算した社外講座受講料など実費�（最終上限額500,000円）�
�
電気主任技術者�
受験初年度　・受験料


　　　　　　・社外講座受講料など実費（上限額100,000円）�
�
�
受験2年目～3年目まで・受験料


（合格者のみ）　　　　 ・初年度から通算した社外講座受講料など実費�（最終上限額200,000円）�
�

































